
山梨県重度心身障害児医療対策事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 知事は、市町村が行う重度心身障害者医療費助成事業の国民健康保険財政に及ぼ

す影響を考慮し、国民健康保険事業の円滑な推進と財政の健全化を図るため、予算の範

囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規

則（昭和３８年山梨県規則第２５号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところに

よる。 

 

（補助金の交付の対象となる経費） 

第２条 補助金の交付の対象となる経費は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

に基づく医療費で重度心身障害児（１５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間

にある者に限る。次条において同じ。）に係るもののうち、山梨県重度心身障害者医療

費助成事業費補助金交付要綱に基づき自己負担金の全額を助成している市町村に対する

国民健康保険保険給付費等交付金の減額に相当する額とする。 

 

（補助金の額及び補助率） 

第３条 補助金は、山梨県重度心身障害者医療費助成事業費補助金交付要綱に基づき、市

町村が支給した助成金のうち、国民健康保険に係る重度心身障害児の医療費総額に、知

事が定める率（以下「調整率」という。）及び当該医療費総額に占める保険者負担額（保

険給付割合に係る額及び高額療養費）の割合を乗じて得た額の１００分の４５（ただし、

６歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者については、１００分の３８）

に相当する額を基本額とし、その額に２分の１を乗じて得た額を交付するものとする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする市町村長は、交付申請書（様式１）に関係書類を

 添えて、別に定める日までに知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付の条件） 

第５条 補助金交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 （１）補助事業に要する経費を変更（補助金の増額を伴わないものを除く。）しようと

   するときは、変更交付申請書（様式２）に関係書類を添えて提出し、知事の承認を

   受けること。 

 （２）補助事業を中止又は廃止しようとするときは、中止（廃止）承認申請書（様式３）

   を提出し、知事の承認を受けること。 

２ 補助金は、国民健康保険特別会計の歳入に充てるものとする。 

 

（実績報告書） 

第６条 市町村長は、補助事業が完了したときは、事業完了の日若しくは廃止の承認を受

 けた日から起算して１か月を経過した日、又は交付決定をした年度の翌年度の４月１０



 日のいずれか早い期日までに、実績報告書（様式４）に関係書類を添えて、知事に提出

 しなければならない。 

 

（補助金の交付の方法） 

第７条 補助金は、精算払いとする。ただし、知事が必要と認めたときは、概算払いによ

 り交付することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定により概算払いを受けようとするときは、概算払請求書（様

 式５）を知事に提出しなければならない。 

 

（年度区分） 

第８条 補助金の交付の対象となる国民健康保険に係る医療費の年度区分は、山梨県重度

心身障害者医療費助成事業費補助金交付要綱に基づき、市町村が支給した助成金のうち

国民健康保険に係る医療費の属する年度とする。 

 

（書類の保管） 

第９条 市町村長は、補助事業に係る帳簿及び証拠書類について、事業年度終了後５年間

 保管しておかなければならない。 

 

（報告及び検査） 

第１０条 知事は、必要があると認める場合には、市町村長に対し報告を求め、又は関係

 職員をして帳簿その他関係書類を検査させることができる。 

 

 

   附 則 

  この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

  この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この要綱は、平成３１年３月１４日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 



様式１ 

第         号 

平成  年  月  日 

 

 

山梨県知事        殿 

 

 

市町村長      印 

 

 

平成  年度山梨県重度心身障害児医療対策事業費補助金交付申請書 

 

 このことについて、山梨県重度心身障害児医療対策事業費補助金交付要綱の規定に基づ

き、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

１ 交付申請額     金           円 

２ 添 付 書 類 

（１） 重度心身障害児医療対策事業費補助金所要額調書（別紙様式１） 

（２） 歳入歳出予算（見込）書抄本 

 



様式２ 

第         号 

平成  年  月  日 

 

 

山梨県知事        殿 

 

 

市町村長      印 

 

 

平成  年度山梨県重度心身障害児医療対策事業費補助金変更交付申請書 

 

 平成  年  月  日付け障第   号により交付決定を受けた平成  年度山梨県

重度心身障害児医療対策事業費補助金について、次のとおり交付額を変更して交付された

く、関係書類を添えて申請します。 

 

１ 交 付 申 請 額     金           円 

２ 当初交付決定額     金            円 

３ 差 引 増 減 額      金               円 

４ 添 付 書 類          

（１） 重度心身障害児医療対策事業費補助金所要額変更調書（別紙様式２） 

（２） 歳入歳出予算（見込）書抄本 

 



様式３ 

第         号 

平成  年  月  日 

 

 

山梨県知事        殿 

 

 

市町村長      印 

 

 

平成  年度山梨県重度心身障害児医療対策事業費補助金 

事業中止（廃止）承認申請書          

 

 平成  年  月  日付け障第   号により交付決定を受けた平成  年度山梨県

重度心身障害児医療対策事業費補助金について、次のとおり中止（廃止）したいので、承

認されたく、関係書類を添えて申請します。 

 

１ 中止（廃止）理由（できるだけ具体的に記入すること。） 

 

 

２ 中止（廃止）年月日 

 

 

３ 添付書類 

（１） 交付申請書（写） 

（２） 交付決定通知書（写） 

 



様式４ 

第         号 

平成  年  月  日 

 

山梨県知事        殿 

 

 

市町村長      印 

 

 

平成  年度山梨県重度心身障害児医療対策事業費補助金実績報告書 

 

 

 平成  年  月  日付け障第   号により交付決定を受けた平成  年度山梨県

重度心身障害児医療対策事業費補助金の実績について、次のとおり関係書類を添えて報告

します。 

 

１ 補助金所要額     金           円 

２ 交付決定額     金           円 

３ 差  引  額     金           円 

４ 添 付 書 類 

（１） 重度心身障害児医療対策事業費補助金精算書（別紙様式３） 

（２） 歳入歳出決算（見込）書抄本 

 



様式５ 

第         号 

平成  年  月  日 

 

山梨県知事        殿 

 

市町村長      印 

 

 

概  算  払  請  求  書 

 

 平成  年  月  日付け障第   号で交付決定のあった平成  年度山梨県重度

心身障害児医療対策事業費補助金について、次のとおり概算払の請求をします。 

 

 

１ 概算払請求額     金           円 

２ 内訳 

 補助金交付 

決 定 額 

 ① 

既概算交付額 

 

② 

差 引 額 

 

①－②＝③ 

今回概算 

請 求 額 

④ 

備  考 

     

３ 概算払請求の理由 

 

 

４ 支払先 

      金融機関（本支店名）             

      預金種別（当座・普通） 

      口座名           ＮＯ.         

 


